
ファンド通信

商 号 等 ： アセットマネジメントOne株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号

加入協会： 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

12/30 2/28 4/30 6/30 8/31 10/31

10年国債利回り

2年国債利回り

（％）

足もとの投資環境と今後の運用方針について

DLIBJ公社債オープン（短期コース）
追加型投信／国内／債券

販売用資料
2026年1月9日
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2025年12月の金融政策決定会合での利上げ

2025年12月19日、日銀は金融政策決定会合において、

政策金利（無担保コール翌日物）の誘導目標を従来の

「0.5％程度」から「0.75％程度」に引き上げることを決定

しました。利上げはほとんどの市場参加者の予想通りでし

たが、10年国債利回りは節目とみられていた2.0％を超え

て上昇する一方、為替市場では円安基調が継続し、株式市

場は底堅く推移する展開となりました。

今後の政策運営については、利上げ後も実質金利の大幅な

マイナス状態が継続する見通しのなか、緩和的な金融環境

を維持することで経済活動をしっかりサポートしていくとと

もに、経済・物価情勢の改善に応じて、引き続き政策金利を

引き上げ、金融緩和の度合いを調整していく方針を示しま

した。

当ファンドの状況

2025年の1年間における当ファンドの分配金再投資基準

価額は、0.63％上昇しました。一方、ベンチマークの

NOMURA-BPI国債短期（1-3）は0.11％下落したほか、

2年国債利回りは、２０２４年末の0.605％から2025年

末には1.178％と、利上げの影響もあり大幅な上昇（価格

は下落）となりました。

当ファンドでは、年間を通じて国債と比較して高い利回り

の事業債や円建外債に純資産総額の9割程度を投資して

クーポン収入等を確保したことや、債券先物の売り建てに

よるヘッジ戦略やポートフォリオのデュレーションを短期化

することで（P2．「ポートフォリオの状況」ご参照）、ベンチ

マークを大幅に上回るリターンを獲得することができまし

た。

今後については、日銀が引き続き金融政策正常化を進め、

政策金利を段階的に引き上げていくことが予想されます。

こうした状況のなか、当ファンドでは利回りの高い事業債

等を中心としたポートフォリオで安定した収益を確保しつ

つ、市場環境に応じて積極的にデュレーションの調整を行

い、基準価額の上昇を目指していく方針です。

日本10年/2年国債利回りの推移

平素は、「DLIBJ公社債オープン（短期コース）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

2025年12月18日～19日に日本銀行（以下、日銀）は金融政策決定会合を開催し、政策金利（無担保コール翌日物）の引

き上げを決定しました。

当資料では、足もとの投資環境と今後の運用方針について、担当ファンドマネジャーよりご説明いたします。

※上記は過去の情報・運用実績または作成時点の見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
また、上記の見通しおよび運用方針は、将来の市場環境の変動等により予告なく変更される場合があります。

※期間：2024年12月30日～2025年12月30日（日次）
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

運用実績の推移

※期間：2024年12月30日～2025年12月30日（日次）
※2024年12月30日を100として指数化
※当ファンドは信託報酬控除後の分配金再投資基準価額を使用。換金時
の費用・税金などは考慮していません。

※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資した
とみなして計算した理論上のものです。

※ベンチマークは、NOMURA-BPI国債短期（1-3）
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

※2025年12月30日時点

※期間：1999年12月13日（設定日前営業日）～2025年12月30日（日次）

※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※ベンチマークは、NOMURA-BPI国債短期（1-3）。１９９９年１２月１３日を10,000円として指数化しています。
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異
なります。

※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※基準日：2025年12月30日
※当ファンドの騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、 実際の投資家利回りとは異なります。
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また、設定来の騰落率については、設定当初の投資元本をもとに計算しています。

基準価額と純資産総額の推移

2

基準価額
10,112円

純資産総額
200億円

当ファンドの運用実績

騰落率（％）

ポートフォリオの状況

分配金再投資
基準価額
11,450円

※2025年12月30日時点
※組入債券の各データを純資産総額に対する割合で加重平均しています。
※修正デュレーションは、債券価格の金利変動に対する感応度を示す指標です。この値が大きいほど、金利が変化した際の債券の価格変
動が大きくなります。

※繰上償還条項などが付与されている銘柄については、直近の繰上償還予定日を考慮しています。

（年/月）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 10年 設定来

当ファンド -0.08 0.14 0.21 0.63 0.79 0.51 1.17 14.50

ベンチマーク -0.24 -0.11 -0.27 -0.11 -0.59 -1.06 -1.76 5.84

ベンチマーク
10,584円

ファンド ベンチマーク 差

1.56 1.11 0.45

1.11 0.54 0.57

1.68 1.99 -0.32

修正デュレーション（年） 1.63 1.97 -0.33

（先物等ヘッジ込み） 1.17 1.97 -0.80

最終利回り（％）

平均クーポン（％）

平均残存期間（年）
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

2026年1月9日時点〇印は協会への加入を意味します。

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託

会社の照会先までお問い合わせください。

（原則、金融機関コード順）

商号 登録番号等
日本証
券業協
会

一般社
団法人
日本投
資顧問
業協会

一般社
団法人
金融先
物取引
業協会

一般社
団法人
第二種
金融商
品取引
業協会

備考

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社岩手銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関　北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関　東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社鹿児島銀行 登録金融機関　九州財務局長（登金）第2号 ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

第一生命保険株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第657号 ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第24号 ○ ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者　四国財務局長（金商）第21号 ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者　九州財務局長（金商）第18号 ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第10号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者　北海道財務局長（金商）第1号 ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第110号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第114号 ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

西村証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第26号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第131号 ○ ○ ○

株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第62号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第167号 ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第169号 ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第199号 ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

山和証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第190号 ○

ＵＢＳ　ＳｕＭｉ　ＴＲＵＳＴウェルス・マネジメント
株式会社

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3233号 ○ ○ ○
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

2026年1月9日時点〇印は協会への加入を意味します。

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会

社の照会先までお問い合わせください。

＜備考欄について＞

※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。 

※2 2026年 4月6日より開始
（原則、金融機関コード順）

商号 登録番号等
日本証
券業協
会

一般社
団法人
日本投
資顧問
業協会

一般社
団法人
金融先
物取引
業協会

一般社
団法人
第二種
金融商
品取引
業協会

備考

株式会社みずほ銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○ ※1

株式会社三井住友銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○ ※1

株式会社三十三銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第16号 ○ ※1

株式会社中国銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第2号 ○ ○ ※1

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○ ※1

株式会社きらやか銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第15号 ○ ※1

株式会社名古屋銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第19号 ○ ※1

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第10号 ○ ※1

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○ ※1

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第188号 ○ ※1

東洋証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第121号 ○ ○ ※1

野村證券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○ ※1

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者　中国財務局長（金商）第20号 ○ ※1

大和証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○ ※2 

商号 登録番号等
日本証券

業協会

一般社団

法人日本

投資顧問

業協会

一般社団

法人金融

先物取引

業協会

一般社団

法人第二

種金融商

品取引業

協会

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者

株式会社ＳＢＩ証券）
登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社北洋銀行（委託金融商品取引業者　北洋

証券株式会社）
登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）
登録金融機関　関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者

マネックス証券株式会社）
登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

以下は取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。

〇印は協会への加入を意味します。
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